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物資の流通の効率化に関する法律の来年度施行に係る政省令の公布について

我が国の物流を支えるために荷主企業、物流事業者、一般消費者が協力して取り組

む環境の整備に向けて、「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物

自動車運送事業法の一部を改正する法律」(令和6年法律第23号。以下「改正法」と

いう。)が第213回通常国会で成立し、令和6年5月15日に公布されました。

改正法による改正後の「物資の流通の効率化に関する法律」(平成 17年法律第 85

号。以下「物流効率化法」という。)に基づき、令和7年4月1日から、全ての荷主(ト

ラック運送事業を利用する事業者)に対して、①積載効率の向上等、②荷待ち時間の

短縮、③荷役等時間の短縮に取り組む努力義務が課されました。

さらに、令和8年4月1日から、一定規模以上の荷主は届け出て、特定荷主として

指定を受け、上記①~③の物流の効率化に向けて取り組むべき措置に関して中長期計

画の提出や定期報告、物流統括管理者の選任を行う義務が課されます。

※連鎖化事業者(フランチャイズチェーンの本部等)にも荷主に準じる規制が課されます。

国士交通省物流・自動車局物流政策課

経済産業省商務・サービスグループ流通政策課物流企画室

農林水酷大臨房新事美食睡業部食航通課物流生産性向上推進室

事務連絡

令和 7年8月29日

令和8年4月1日の施行に向けて、今般、令和7年8月8日に「物資の流通の効率

化に関する法律施行令」(平成 17年政令第 298 号。以下「令」という。)を改正し、

特定荷主となる荷主の規模について、年間取扱貨物重量9万トン以上と定めました。

また、同月29日に「物資の流通の効率化に関する法律の規定に基づく荷主に係る届

出等に関する命令」(令和7年内閣府・総務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農

林水産省・経済産業省・国士交通省・環境省令第 10 号。以下「届出省令」という。)

等を制定し、特定荷主制度に関する取扱貨物重量の算定方法や、提出物の様式等を規

定しました。

つきましては、令和8年4月1日からの法施行の適確な実施に向けて、貴傘下会員

に対して、下記の物流効率化法の内容について周知をよろしくぉ願いいたします。

なお、関係事業者における物流効率化法の理解の促進に資するよう、国士交通省、

経済産業省及び農林水産省において「荷主の貨物自動車運送役務の持続可能な提供の

確保に資する運転者の運送及び荷役等の効率化に関する判断の基準の解説書」及び

「物流効率化法理解促進ポータルサイト」を作成・公表をしておりますので、あわせ

てお知らせいたします。 収受
、?一參 LNO.
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特定荷主制度の詳細について(別添参照)_

1)特定荷主の指定の届出について【2026年度の提出締切:5月末日】

一定規模(年間取扱貨物重量が9万トン)以上の荷主は、法第45条第2項又は

第6項及び届出省令の規定に基づき、特定荷主の指定に係る貨物の重量に関する

届出を行い、「特定荷主」として指定を受けることとされている。このため、全て

の荷主は、 2025年度(2025年4月~2026年3月)における自社の取扱貨物の重量

を算定し、届出の要否を判断することが必要となる。

①特定荷主の定義と基準重

》第一種荷主(法第30条第8号。運送契約を締結する者。運送契約の締結を

貨物利用運送事業者等に委託する場合を含む。)としての取扱貨物重量が年

間9万トン以上である場合は、特定第一種荷主として指定される。

》第二種荷主(法第30条第9号。運送契約は締結しないが、トラック事業者

との間で貨物を引き渡し、又は受け取る者。受渡しを他者に委託する場合を

含む。)としての取扱貨物重量が年間9万トン以上である場合は、特定第二

種荷主として指定される。

※第一種荷主としての取扱貨物重量及び第二種荷主としての取扱貨物重量

が、それぞれ年間9万トン以上である場合は、特定第一種荷主かつ特定

第二種荷主となる。

※「特定荷主」は、特定第一種荷主及び特定第二種荷主をいう。

記

②重量算定の方法

第一種荷主としての重量算定の方法は、届出省令第1条において以下のとおり

規定されており、各事業者において適切な方法を選択して、第一種荷主としての

取扱貨物の重量を算定すること。

1.実測

2.対象貨物(令第6条第2項に規定する「対象貨物」をいう。)の単位数量当た

りの標準的な重量に当該対象貨物の数量を乗ずる方法

3.対象貨物の容積を標準的な重量原単位等により当該対象貨物の重量に換算す

る方法

4.対象貨物の運送に係る貨物自動車の最大積載量又は当該運送の種類に応じた

平均積載量に当該貨物自動車の台数を乗ずる方法

5.対象貨物の売上額又は仕入額を当該対象貨物の単位重量当たりの標準的な額

で除する方法

6.第二種荷主としての対象貨物の重量(受渡し貨物重量)が第一種荷主として

の対象貨物の重量(委託貨物重量)とおおむね一致する場合に、当該受渡し貨



物重量を委託貨物重量とみなす方法(たとえば卸が出荷量を入荷量と同量とし

て推計する方法)

フ.対象貨物に係る運送契約又は物品の売買その他の取引の契約において重量が

定められている場合に、当該重量(対象年度に行わせた運送に係るものに限る。)

を運送ごとに区分する方法

8.1~7の方法により対象貨物の重量を算定することが困難であると認められ

る場合に、当該対象貨物の重量を適確に算定できると認められる方法

また、第二種荷主としての重量算定の方法については、届出省令第5条に規定さ

れており、第一種荷主と同様、取扱貨物の重量を算定すること。

その上で、算定した取扱貨物の重量が基準重量を超えている区分(第一種荷主又

は第二種荷主)について、届出を荷主事業所管大臣に提出する必要がある。

(2)中長期的な計画の作成について【2026年度の提出締切:10月末田

特定荷主は、判断基準を踏まえ、努力義務である①運転者一人当たりの一回の運

送ごとの貨物の重量の増加(積載効率の向上等)、②荷待ち時間の短縮、③荷役等時

間の短縮の実施に関する中長期的な計画を作成・提出することが必要。提出締切は

毎年度7月末日(2026年度は 10月末田とし、記載事項は以下のとおり。

①実施する措置

②実施する措置の具体的な内容・目標等

③実施時期等

3)物流統括管理者の選任について【遅滞なく提出

特定荷主の指定を受けた事業者は、指定の通知を受けた後速やかに「物流統括管

理者」を選任し、荷主事業所管大臣に届け出ることが必要。

なお、法第47条第2項において「物流統括管理者は、特定荷主が行う事業運営

上の重要な決定に参画する管理的地位にある者をもって充てなければならない。」

と規定されており、適任となる者を選任すること。

(4)定期報告書の提出について【初回提出締切:2027年7月末田

特定荷主の指定を受けた事業者は、毎年度、努力義務である①運転者一人当たり

の一回の運送毎の貨物の重量の増加(積載効率の向上等)、②荷待ち時間の短縮、③

荷役等時間の短縮の実施に関する定期報告を行うことが必要。提出締切は毎年度7

月末日とし、記載事項は以下のとおり。

①事業者の判断基準の遵守状況(チェックリスト形式)

②判断基準と関連した取組に関する状況

③荷待ち時間等の状況



2.「物流効率化法理解促進ポータルサイト」について

物流効率化法の理解促進のため、ポータルサイトを作成しており、制度の概要や、

努力義務の対象となる「荷主」の定義、「判断基準」・「解説書」の内容を紹介していま

すので、是非ご覧ください。

URL : https://WWW. tevised-10gistics-act-pottal. mlit.宮0. jp/

また、国士交通省・経済産業省・農林水産省の各W此サイトでも制度の概要や解

説書等について紹介していますので、ご覧ください。

0国士交通省

https://WWW. mlit.又0. jp/seisakutokatsu/frei宮ht/seisakutokatsu_fr旦i8h土_^1^Q

0029. html

0経済産業省

htt s://WWW. meti.0.'/ olic /economy/distribution/butsut u-kouritsuka. html

0農林水産省

https://"艸. maff. go. jp/j/shokusan/ryutu/250327. html

)のの化にる法の

1)全ての事業者に対する措【本年4月1日から施行済み】

①荷主(発荷主、着荷主)、物流事業者(トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、

倉庫)に対し、物流効率化のために取り組むべき措置について努力義務を課し、

当該措置について国が判断基準を策定。

②荷主・物流事業者の取組状況について、国が当該判断基準に基づき指導・助

調査・公表を実施。言 、

③努力義務の概要

荷主の努力義務の概要は次のとおりです。努力義務の具体的内容を定める判

断基準泛その内容を解説する「解説書勺も合わせてご覧ください。

判断基準の概要努力義務

・リードタイムの確保積載効率の向上等

・入荷量及び出荷量の適正化

・配車計画等の最適化

・関係部署間の連携促進

・到着時刻の分散荷待ち時間の短縮

・到着時刻の適切な指定

4

1荷主の貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の効率化
に関する判断の基準となるべき事項を定める命令(令和7年内閣府・総務省・財務省・文部科学
省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国士交通省・環境省令第1号)
2荷主の貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の効率化
に関する判断の基準の解説書



荷役等時間の短縮

(2)一定規模以上の荷主に対する措置【令和8年4月1日から施行】

①荷主のうち一定規模(年間取扱貨物重量9万トン)以上のものを国が特定荷

主として指定。

②特定荷主は、中長期計画の作成や定期報告等を義務付けられ、努力義務に係

る措置の実施状況が不十分な場合、国が勧告・命令を実施することも可能。

③特定荷主は、物流統括管理者の選任を義務付けられる。

寄託先の到着時刻の分散

荷役等の効率化

検品の効率化

荷役等を行う環境の整備

以上



「流通業務の総合ヒ及び効率化の促進に関す法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律」の

別添1

0物流は国民生活・経済を支える;土会インフラ。物流産業を魅力ある職場とするため、働き方改革に関するシ劃勃く本年4月
から適用される一方、物流のイ亭滞力懸念される「2024年問題」に直面。

・何も対策を講じなけれ1葬兪送力不足の可能性(右図)。
・物流の効率化、商慣行の見直し、荷主・消費者dXテ動変容にっいて、抜本的・総合的なヌす策力く必要。
.荷主企業、物流事業者(運苦・倉庫等)、ー"劣肖費者が協力して我力個の枷流を支えるた材XD環境を整備。

0軽トラック運送業において、死亡・重傷事故イ牛数は勗丘6年で倍増。
→以下の施策を講じることにより、物流の持続的成長を図ることカミ必要。

0①荷主、1(発荷主・着荷主)、②物流事業者(トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、倉庫)に対し、
物流効率化のために取り組むべき措置にっいて努力義務を課し、当該措置にっいて国が判断基準を策定。
、1元請トラヅク事業者、利用運送事業者には荷主に協力する努力義務を課す。また、フラン升イズチエーンの本部にも荷主に準ずる義務を課す。

0上記①②の目所且1光兄にっいて、国が当該判断基準{こ基づき'・助言、調査・公表を実施。
0上記①②のうち一怠見1莫レX上のもの(特定事業者)1こヌすし、中長期EI'画dX乍成ヤ症期報告 、ナ、

努力義務こイ系るチ昔置4戻施b臓励坏十分な場合、国力勧告・命令を実施。
0特定事業者のうち荷主に1^d万巽イ ナ。

※法律D名杓透変更。

※鎌首・遜f誹.謝勘)業務に、大臣認定事業D実施こ必要な資金の出資布.助U。<予算>

【貨物自動車運送事業法】2.トラック事業者の取引に対する規制的措置

0運送契約の締結等に際して、提供する役務の内容やその対価(附帯業務料、燃料サー升ージ等を含む。)等にっいて記載した書面による交付等を義務
付け松。

こヌすし、完軍苦事業者の名利等を記載した実^憎理簿Ⅸ乍成 、ナ。0元

0下三青事業者ノ>刀発生適正イUこっいて努力・吃課すとともに、一怠餅莫レX上の事業耆こヌすし、当該適正化に関する管理規程Ⅸ乍成、責任者d万巽イ壬を義務付け。
、2・3 下三青関係こ入る禾蝿運苦事業耆こも適用。

【貨物自動車運送事業法】

0軽トラヅク事業者こヌすし、①必要域去令等倣口識耐旦保するた鋼漕理者劉壬と講習受講、②国交大臣ND事故報'告を義務剛ナ。
0国交省HP1こおける立§表ヌす象に、軽トラヅク事業耆こイ系る事故ま艮告・安全確保命令{こ関する1俳艮等をi助口。

【目標・効果】物流の持続的成長
【KPI】施行後3年で(2019年度比)

^

現状

2024年

2030年

.

6

0荷待ぢ荷役時間の削減
0積載率向上による輸送能力の増加

6

6

0

【荷主等力瞰り組むべき措置の伯峨<パレットの導入>

【流通業務総合効率化法】

140/0

バラ積み.バラ降ろしにパレツトの利用による
よる非効率な荷役作業荷役時間の短縮

34%

年間125時間/人削減
16パーセント増加

一
1
ー
ー
ー
ー
ー



荷主・物流事業者に対する規制的措置のホイント

荷主・物流事業者間の商慣行を見直し、荷待ち・荷役等時間の削減や積載効率の向上等を図る。

0①荷主*(発荷主、着荷主)、②物流事業者(トラヅク、釧首、潜蛮運苦、"亢三昌囿苦、倉庫)に対し、物流効率化のた
めに取り組むべき措置にっいて努力義務を課し、当該措置にっいて国が判断基準を策定。
、元請トラック事業者、利用運送事業者には荷主に協力する努力義務を課す。また、フランチャイズチェーンの本部にも荷主に準ずる義務を課す

0上記①②耳蹄且状況にっいて、国が当該翠断基準に基づき指導・助言、調査・公表を実施。

一定規模以上の事業者

0上記①②の事業者のうち一定規模以上のもの(特定事業者)に対し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付け、
努力義務に係る措置の実施吠況が不十分な場合、国が勧告・命令を実施。
0特定事業者のうち荷主には物流統括管理者の選任を義務付け。

※法律の名称を「物資の流通の効率化に関する法律」に変更。
※鉄道・運輸機構の業務に、大臣認定事業の実施に必要な資金の出資を追加。<予算>

【荷主等が取り組むべき措置の例】【荷待ちがある1運行の平均拘束時間と内訳】【荷主・物流事業者の「取り組むべき措置」「判断基準」】

荷待ち・荷役 判断基準(目蹄且のイ卿取り組むべき措置
3時間超 点検等

0:57

荷待

1:28

平均拘束時間

11時間46分

休憩

1:54

(ドライバー実態アンケート調査(R6)より)

運転

5:54

荷待ち時間の短縮

荷役等時間のヌ豆縮

積載効率の向上等

適切な貨物の受取・引渡日時の指示、
予約システムの導入等

パレット等の利用、標準化、
入出庫の効率化に資する資機材の配置
荷積み・荷卸し施設の改善等

余裕を持ったりードタイムの設定、
運送先の集約等

パレットの利用による
荷役時間の短縮

2

バラ積み・ハラ降ろしに
よる非効率な荷役作業

パレット導入

・
=



き寸状゛"

0国父省・ホ呈産省・農水省3省の審議会の合同会議※の取りまとめを踏まえ、本年4月1日より、新物効法に
基づく運送・荷役等の効率化に向けた基本方針、荷主・物流事業者の努力務、判断基準等を施行。
※交通政策審議会交通体系分科会物流部会・産業構造審議会商務流通情報分科会流通小委員会・食料・農業・農村政策審議会食料産業部会物流小委員会合同会議

基本方針のボイ'ト 'ー

(1)トラックドライバーの運送・1寄役等の効率化の推進の意・目標
・物流は、国民生シ舌や経済活動を支える不可欠なネ士会インフラであり、安全性の確保を前提に、荷主・物流事業者・施設管理者等
の物流に関わる様々な関イ系者が協力し、令禾口10年度までに、以下の目標の達成を目指す。
1 5割の運行で、1運行当たりの荷待ぢ荷役等時間を計2時間以内に削減(1人当たり年間125時間のま野伺
2 5割の車両で、積載効率509"'0を郵見(全体の車両で積載効率44%に増加)

(2)トラックドライバーの運送・荷1斐等の効率化の推進に関する施策
・国と地方公共団体は、自ら力崎主や施三窒卸里者になる場合、率先してドライバーの運苦・伺斐等の効率化に資する措置等を実施
・国は、設側斐資・デジタjWヒ・物流標準化、モーダルシフト、自動運転トラヅク・ドローン物流の実用化、物流人材の育成等を支援

(3)トラックドライバ」の運送・荷1斐等の効率化に関し荷主・流事業者等が講ずべき措置 【荷待ちがある1運行の平均拘束時間と内訳】

・積載効率の向上等・荷待ち時間の短縮・荷イ斐等時間の短縮
荷待ち・荷役

点検等3時間超(4)集貨・に係るトラックドライバ」への負荷の低浦こ資する事業者の活動に関す 0:57

国民の理解の増進
再酉薩の削減や多様な受目ヌ方法等の普及イ足j隹・「送料無料」表示の見直し

運転平均拘束時間

返品の削減や欠品に対するぺナルティの見直し 11時間46分荷待 5:54

1:28

(5)その他トラック運送サービスの持続可能な提供の確保に資するトラツクドライバ」の
休憩

運送・伺役等の効剰ヒの推進 1:54

物流に関わる多様な主体d)1斐割(地0知)産端辰興や訪づくりと伽酷、経斉界全体で伽里騨艶靭
トラヅクドライバーの運苦・徹斐等の交力率化の前提仲継輪送拠点の整備、「標準的運賃」のj髄割 3

(ドライバー実態アンケート調査(R6)より)

=



荷主・物流事業者等の判断基準等のボイント

<荷主・物流事業者の半断基準等>
0すべての荷主(発荷主、着荷主)、連鎖イヒ事業者(フラン升イズチェーンの本部)、物流事業者(トラヅク、鎌首、潜穹運送、航空運差、倉庫)に
対し、物流効率化のために取り組むべき措置にっいて努力義務を課し、これらの取組の例を示した判断基準・解説書を策定。

①積載効率の向上等

・複委曳の荷主の貨物のチ責合せ、共同酉謎、
帰り荷の確保等のための実態に即した
リードタイムの確保や荷主間d)i動隻

繁閑差の平準化や納品日の集約等を
通じた発送量喨内入量の適正化

配車システムの導入等を通じた配車・
運行計画の勗商化等

ゞ气倉^

②荷侍ち時間の短縮

・トラック予約受付システムの導入や混雑
時間を回避した日時指定等による貨物
の出荷嘩内品日時の分散等

※トラック予約受付システムにっいては、単に
システムを導入するだけでなく、現場の実態
を踏まえ実際に荷待ち時間の短縮にっなが
るような効果的な活用をイ子う

地域におナる配送の共百

<荷主等の耳蹄且犬況に関する調査・立.法>
0荷主等の翠断基準にっいて、物流事業者を対象として定期的なアンケフト調査を行い、上記①~③の取組状況を把握する
とともに、これらの回答U)点数の高い者・低い者も含めム^(点数剣凱者の1.まを樵すする際は、ヒアリング等こよ妨凱刀に実態を措屋する)。

<物流に関係する事業者等の責務>
0荷主等に該当しない、施設管理者、商社、ECEールの運営事業者、物流マッチングサービス提イ共事業者など、運送契約や貨
物の受ιナ渡しに官接関三・持たないものの商取引に影響がある者にっいても、その取組方金1や事伊lj等を示すことを検討。 4

'

予約システムで
来てもらう時間を
整理しよう

③荷役等時間の短縮

・パレット等の輸送用器具の導入による
朔斐等の効率化

商品をi瑚Uするタグの導入や検品・i厘0兄
水準の部里化等による検品の効剰ヒ

バース等の耐別き場の適正な石食保による
荷1斐イ乍業のための環1寛整備

フォークリフトや荷役作業員の適切な配

置等によるトラックドライバーの負担軽減
とネ哉UⅢ乍業の効率化等

C)① 10:00予約

ラツ予受、シス丁'

^

rコ

(レツトの利や検品の効率化
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トラツク事業 の概要

積載効率の向上等

0 複数の荷主の物の積合せを行うこと等により、輸送網を集約すること

0 荷主や他のトラック事業者等と協議を実施し、配送の共同化に取弊且むこと

0 求貨求車システム等を活用した復荷の確保により、実車率の向上を図ること

0 配車システムの導入等により、配車・運行計画の最適化を行うこと

0 輸送量に応じた大型車両の導入等により、積載することが可能な貨物の総
量を増加させること

準・

このほか、合同会議の取りまとめを踏まえ、

トラックドライバーの荷待ち・荷役等時間を把握し、荷主が自ら荷待ち・荷役等時
間を把握することが難しい場合に実際に要したこれらの時間にっいて情報提供
すること

・関係事業者がトラック予約受付システムを導入している場合は、そのシステムを
利用すること

荷主が指示した時烈・時間帯に遅延する場合は荷主や寄託倉庫にその状況を
報告するとともに、理由なく必要以上に早くトラックドライバーが集荷・配達を行
う場所やその周辺の場所に到着しないよう、効率的な配車・運行に努めること。

・取引先に対して、共同輸配送のための個建て運賃の導入やりードタイムに応じ
た運設定、標準仕様パレットの活用などの提案を行うこと

等にも取り組んでいただきたい。 5

^
^

積厶せによる輸送網集約

合

地域の配送の同ヒ
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荷主(発荷主・着荷主)の判断基準・解説書の概要

積載効率の向上等

0 トラック事業者が複数の荷主の貨物の積合せ等に積極的に取り組めるよう、実態に即飴
した適切なりードタイムの確保や荷主間の連携に取り組むこと

0 トラック事業者の運行効率向上のため、繁閑差の平準化や納品日の集約等を通じた
発送量・納入量の適正化や、配車システムの導入等を通じた配車・運行計画の最適化
に取り組むこと

0 適切なりードタイムの確保や発送量・納入量の適正化ができるよう、社内の関係部門
(物流・販売・調達等)の連携を促進すること等

荷待ち時間の短縮

0 トラックが一時に集中して到着することがないよう、トラック予約受付システムの導入
や混雑時間を回避した日時指定等により、貨物の出荷・納品日時を分散させること
(システムにっいては、実際に荷待ち時間の短縮にっながるような効果的な活用を行
うこど等

荷役等時間の短縮

0 パレット、カゴ車等の輸送用器具の導入により、荷役等の効率化を図ること

0 貨物の出荷の漂に、出荷荷積み時の順序や荷姿を想定した生産・荷造り等を行うこと

0 フォーグノフトや荷役作業員の適切な配置等により、トラックドライバーの負担軽減と積卸
し作業の効率化を図ること

O ASNの活用、バーコード等の商品の識別タグの導入等により、検品の効率化を図ること

0 バース等の荷捌き場を貨物の量に応じて適正に確保し、作業環境を整えること等

1週間以内に着荷主の
ところに持って行ってください

期限内の貨物との
積合せが可能!!

リー"タイムの確

予約システムで
来てもらう時間を
整理しよう

C)① 10:00 予約

Ξ_又)② 11:00 予約
'Ξ!、

ユニツト検品

リスト上のハレツトを

チエックするだけ

^■
^盟
^■

約受付システムの活用

検品の効率化

6
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貨物自車関重事
、 、

▲

イ可'ち"寺r の短縮※倉庫業者のみ努力義務が課される

0 トラックが一時に集中して到着することがないよう、トラック予,受付システムの
導入や》雑時間を回避した日時指定等により、貨物の出荷・納品日時を分散
させること(システムにっいては、実際に荷待ち時間の短縮にっながるような効果
的な活用を行うこど等

に応"た張

荷役等時間の短縮※全ての関連事業者に努力義務が課される

0 バース等の荷捌き場を貨物の量に応じて適正に確保し、作業環境を整える
こと

0 荷役削後の搬出入の実施に関するマニュアルの作成や周知等により、搬出
入を迅速に行うこと

フォーグノフトや荷役作業員の適切な配置等により、ドライバーの負担軽減と
積卸し作業の効率化を図ること

0 発送先の荷主ごどこ有償で貨物を仕分けてトラックドライバーに引き渡すこと

0 荷主から一貫パレチゼーション実現のためにパレットでの納品を提案された場
合に、その提案に有償で協力を行うこと等により、荷役等の効率化を図ること

0 検品を効率的に実施するための機器を導入すること等により、検品作業の
時間を短縮すること等

ーー0-ー

フオークリフト等を適切に配置

舎舎舎舎
^^

目・・・

ーー0-ーーー

業員を適切に配

運送 判断基準

11/22 AM
によろしく

決定

指示

11/22AM0時
に来てください

9 ①07:00

◎→
';、塗

約受付システムを活用た調

②09:00

③11:00
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特定事業者の指定基準等のボイント

<特定事業者の指定基準>

0中長期計画dX乍成や定其"報告等が義務付けられる一定ま見模レ叉上の事業者(特定事業者)にっいて、全体への寄与度が
より局いと認められる大手の事業者が指定されるよう、それぞれ以下の指定基準値を設定。

特定貨物自動車運送事業者等特定倉庫業者特定荷主・キ^i車鎖イヒ事業者

保有車両台数 150台以上貨物の保管量 70万トン以上取扱員,U の重量 9万トン以上
(上位790社ネ呈度)(上位70社ネ呈度)(上位3,200社チ呈度)

<中長期計画・定期報告の記載内容>

定期報告中長期計画

0作成期間
・毎年度提出することを基本としっつ、計画内容

に変更力ぬい恨りは5年に1度提出

0記載内容

(1)実施する措置

(■

(2)実施する1昔置の具体的な内容・目標等
(3)実施時期等

※荷主・物流事業者等d吻流改善の三判西公表にっいては、市場や消費者力ちの三判面にっな力喝イ士組み鮠1設に向けて、改正物効シ去畊絲且みと合わせて具体化。

<物流統括管理者(CLO)の業務内容>※CL0●Chi■fLog玲ti岱0什i0田
0物流統括管理者は、ロジスティクスを司るいわゆるCL0としての経営管理の視点や役割も期待されているため、事業運営上

'ー

の重要な決定に参画する管理的地位にある役員等の経営幹部から選任し、以下の業矛劣を統括管理する。

中長期計画、定期報告等dX乍成

ラックドライバーの負荷軽減とトラックへの過度な集中を是正するための事業運営方針dX乍成や事業管理体佑1の整備

ラヅクライバーの運苦・荷イ窒等の効率化のための設備投資、デジタjHヒ、物流標準化に向けた事業計画の作成・実施・副西

社内の関係部門(開発・調達・生産・販売・佃車・物流等)間の連携体制」の構築や社内る升修の実施等

0記載内容

(1)事業者の判断基準の'守状況(チエックリスト形式)
(2)半!断基準と関連した取組に関する状シ兄(自由記述)
(3)荷侍ち時間等d)}1犬況【荷主等】

0荷待ち時間等の1犬況の三ガ則方法
・耳蹄且の実効陛の確保を前提としてサンフυング等の手法を許容
・削寺ち時間等が」定時間以内の場合には報告省略力句能等

※合同会議取りまとめから抜粋



今後のスケジユーj(想定)

》 2024年5月15日

》 2024年6月~11月

》 2024年11月27日

》 2025年1月・ 2月・ 3月

》 2025年4月1日

》 2025年秋頃

物流改正法公布

第1回~第4回合同会議(規制的措置の施行に向けた検討・取りまとめ)

合同会議取りまとめを策定・公表

法律の施行①に向けた政省令の公布

2026年4月1日

法律の施行①

基本方針

荷主・物流事業者等の努力義務・判断基準

判断基準に関する調査・公表

判断基準に関する調査・公表の実施

2026年5月末

2026年10月^

2026年秋頃(想定)

2027年7月末

法律の施行②

特定事業者の指定

中長期計画の提出・定期報告

物流統括管理者(CLO)の選任 等

特定事業者の届出~指定手続

→荷主は、指定後速やかに物流統括管理者の選任届出

中長期三画の提出 ※初年度のみ

判断基準に関する調査・公表の実施

等

定期報告の提出

特定事業者の指定に向け
可主
トラツク

園庫

取扱貨物重量の把握

車両台数の把握

保管量の把握

定期報告に向け
・実施状況把握

・荷待ち時間等の計測


